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200605 
大原自治振興会の会議、事業等の実施に係るガイドライン 

甲賀市「事業等の実施および市施設の貸館等に係るガイドライン （改定版）（令和 2 年 6

月 1 日改定）に準拠して、大原自治振興会の事業等の実施に係るガイドラインを定める。 

甲賀市のガイドラインの改訂に合わせて適宜、変更する。

１．新型コロナウイルスの集団発生につながる３つの条件 

(１） 換気の悪い密閉空間 (２） 多数が集まる密集場所 (３） 間近で会話や発声をする密接場面 

２．実施要件 

特定地域からの来場見込み、

人数を管理できるもの

いいえはい

屋内 実施を見合わせる

はい いいえ

会議室の人数制限内か

はい

必ず３つの条件等を回避し

た上で実施することは可能

（チェックシート）

いいえ

事業実施を見合わせる

屋外も、
必ず３つの条件等を回避し

た上で実施することは可能

（チェックシート）

-1-



2 

３．会議室の人数制限 

（収容人数の 50％以下で、椅子を配置して人の間隔をできるだけ２メートル以上（最低１メートル以

上）とれる人数） 

 かふか生涯学習館 

 大原自治振興会 

４．参加者の要件（案内文に記載する事項） 

当日の発熱および咳症状がないこと。 

濃厚接触者の経過観察期間に該当しないこと。 

過去 14 日以内に発熱や感冒症状で受診や服薬等をしていないこと。 

過去 14 日以内に感染拡大している地域や国への訪問歴がないこと。 

 なお、妊婦および糖尿病、心不全、呼吸器疾患（ＣＯＰＤ等）の基礎疾患およびその他免疫力が

低下している方には、不要な事業への参加を控えてください。 

５．参加者の準備品 

マスク 

飲み物 

筆記用具 

室名 収容人数 床面積 新しい生活様式対応人数

学習室１（１Ｆ） ２４人 ６３ｍ
2 12人

学習室２・３（１Ｆ） ４８人 ９２ｍ
2 24人

活動室４・スタジオ（１Ｆ） ５人 １６ｍ
2 －

活動室５（１Ｆ） ２４人 ３９ｍ
2 12人

活動室６（１Ｆ） ２４人 ３９ｍ
2 12人

活動室７（１Ｆ） ２４人 ３８ｍ
2 12人

天体観測室（３Ｆ） ２０人 ６９ｍ
2 10人

研修室（２Ｆ） ２００人 ２８５ｍ
2 100人

室名 収容人数 床面積 新しい生活様式対応人数

第４会議室 14人 23.4ｍ
2 7人

第5会議室 60人 118ｍ
2 30人
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６．参加者の心得 

参加時に体温の測定ならびに症状の有無を確認し、具合の悪い方には参加しない。 

マスクの着用する。 

人の間隔をできるだけ２メートル（最低１メートル）以上 離れるようにする。 

大声での発声を避ける 

飲み物や筆記用具などは持参する 

７．事業等開催時に事務局がすべきこと  

参加時に体温の測定ならびに症状の有無を確認し、具合の悪い方には参加を断る。 

参加者が消毒用アルコール等により手指の消毒ができるよう、消毒液の確保が難しい場合に

は、会場に入る際に手洗いをしてもらうよう促す 。 

屋内での催しについては、毎時２回以上を目安に施設内の換気を行う。 

できる限り事業等の開催時間を短縮して実施するよう心掛ける。 

椅子の配置は、間隔をできるだけ２メートル（最低１メートル）以上 確保する。 

大声での発声を避けるよう努める。 

事業等を実施する場合は、感染者が発生した場合に濃厚接触者の確認をする必要があるた

め、参加者名簿（氏名や連絡先等）に記入してもらった上で参加してもらう。収集した名簿等

個人情報は流出しないよう適切に管理し、１カ月間保管した後処分する。 

参加者には、原則としてマスクの着用を呼びかける。 なお、マスクを着用している中、熱中症

シーズンを迎えることから、今夏は、例年以上に水分補給をこまめにする等、熱中症予防に注

意いただく 。(例えば、活動量の多い運動や作業をする場合には、対人距離を十分に確

保し、屋内の場合には換気を十分に行う等、必ずしもマスクを着用しなくても感染リ

スクを十分に抑えられるような工夫を呼びかける。)

特定多数および不特定多数が手で触れる場所・物品は必要最小限とするようにし、例えば、 

ドアノブへの接触を避けるためにドアを開放するなど対応すること。また、各自の筆記具を利

用するなどの対策を行うこと。飲み物は各自持参すること。 

会場内において、手洗いが容易に行えるよう工夫し、参加者およびスタッフ等へのこまめな手

洗いをお願いすること。
飲食が伴う行事については、多人数は避け、(1)対面ではなく横並びで座る。(2)食事中はそ

れに集中し、会話は控えるなど「新しい生活様式」の実践例を参考に開催すること。 

７．参加要件および対策に関する周知 

  事業等の参加者に関する要件や当日の対策を次のように周知すること。 

 （１）ホームページ、ＳＮＳなどによる事前のお知らせ 

 （２）当日の案内文に記載 

 （３）当日の口頭説明 
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